
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然エネルギーによる脱炭素化のための 

送電網のあり方 

 

（第 3章／おわりに） 

 

 

 

 

公益財団法人自然エネルギー財団 

2023年 4月 
 



63 

 

第 3章：送電線投資スキームの検討 

第１節：洋上風力発電開発における送電線整備スキーム 

 自然エネルギーの導入に向け、世界各国で送電線の整備が進められているが、国によってさま

ざまな投資スキームが見られる。本節では、近年導入が加速し、また、大規模な送電線投資を伴

う洋上風力発電開発を参考に、各国の送電線投資スキームを概観する。 

 洋上風力発電所を系統に接続する場合、洋上風力発電所から洋上の変電所を経由して陸上の既

存系統につなげる送電線の整備が必要となる。また、陸上の既存系統の容量が十分でない場合に

は、既存系統の増強も求められる。これらの送電線の整備は、大別して、送電事業者が行う場合

と洋上風力開発事業者が行う場合がある。 

 

(1) ドイツ 

ドイツでは、各風車から洋上変電所までは開発事業者が、洋上変電所から陸上の変電所までは

送電事業者が建設・所有・運用を担当する。連邦海洋水路庁（以下、BSH）は、洋上風力開発海

域や海底送電線のルート等を設定する海域開発計画（以下、FEP）を策定する。各送電事業者（TSO）

は同計画を踏まえて、陸上の系統整備計画を策定する。各送電事業者の系統整備計画は、パブリッ

クコメント手続を経て、連邦ネットワーク規制庁（以下、BNetzA）が承認する。送電事業者が

整備を担当する送電線の費用のうち、陸上部分は託送料金で回収され、洋上部分は、2019 年か

ら、エネルギー事業法（以下、EnWG）が定める洋上風力系統賦課金（Offshore network levy）

として最終需要家から徴収されている1。なお、発電側課金制度は、法律上禁止されており存在し

ない。 

 

(2) デンマーク 

デンマークは、従来はドイツと同様だったが、2021 年に入札が行われた Thor 洋上風力発電所

の開発から制度が変更された（EU, 2020）。同発電所の開発に当たっては、送電事業者は陸揚げ

地点から数キロメートル内陸に建設する新しい変電所までの整備を行い、海上から同変電所まで

の送電施設の整備は開発事業者が担うこととされた。送電事業者は、入札手続に先立って新変電

所の仕様の概要を開発事業者に示し、海上で必要な送電施設に関する情報を提供する。また、入

札要領によると、送電事業者は、発電所からの受電に必要な送電施設の整備を 2025 年 1 月 1 日

までに行い、開発事業者による運転開始期限（2027 年 12 月 31 日までに発電所の 95%が接続済

みとなること）に備える必要がある。送電事業者による系統整備の費用は、託送料金で回収され

る。 

 
1 もともと、洋上風力系統賦課金は、洋上風力の系統整備遅延時の補償金として 2013 年に導入されたものだが、これを洋

上系統の建設・保守費用に割当て可能としたものである。 
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(3) 英国 

英国では、洋上風力発電所から陸揚げ地点までの送電設備を建設するのは開発事業者だが、運

転開始時には海上送電設備部分が別の事業者（Offshore Transmission Owner、以下 OFTO）に

売却され、別途管理・運用される。売却には入札制度が採用されており、規制機関 Ofgem が入

札手続を実施する。OFTO の収入は、洋上風力発電所の稼働状況にかかわらず、送電設備の稼働

可能率に応じて決定される。なお、同国は、開発事業者が海上送電設備を陸揚げ地点まで個別に

計画・建設する制度から、海上送電設備の計画を同国の系統運用者（Electricity System Operator）

である National Grid ESO が行い、陸上系統の整備計画も含めて一体的に整備する方向に転換

し、具体的な制度設計を議論している（三菱総合研究所, 2022、National Grid ESO, 2022）。個別

の計画から一体的な計画に移行することで、より経済効率的な系統の新設・増強が可能となり、

また、環境や地域への負のインパクトを最小限にすることが目指されている。 

 

(4) 米国 

米国は、開発事業者が発電所の系統接続に必要な送電設備（海上・陸上）の整備を担うのが一

般的であり、個別の発電所ごとに、陸揚げ地点までの海底送電線、陸揚げ地点から既存系統まで

の整備が行われる。しかしながら、今後の洋上風力の大量導入を想定すると、個々の開発事業者

による整備は多数の送電線等の敷設につながり、非効率で環境等への負荷が高くなる。また、同

時に必要となる既存送電線の増強等も、効率的に行うことが難しい。こうした課題を克服するた

め、近年、州政府や系統運用者（Regional Transmission Operator、以下 RTO や Independent 

System Operator、以下 ISO）が中心となり、今度の洋上風力の導入目標を考慮したエリア全体

の系統整備計画を策定する動きが始まった。 

ニューヨーク州では、系統運用者 New York Independent System Operator (以下、NYISO)が

実施する「公共政策送電系統計画手続」（Public Policy Transmission Planning Process、以下

PPTPP）を利用した系統増強計画が進んでいる。PPTPP は、州法等が求める公共性の高い系統

整備について、NYISO が計画案を公募し、選定された計画の費用を託送料金で回収する仕組み

である2。また、洋上の系統整備については、将来「メッシュ型」への対応を可能とする設備を備

えることが、州主宰の洋上風力電力証書購入オークション（ Purchase of Offshore Wind 

Renewable Energy Certificates）の入札要件の 1 つとされ（NYSERDA, 2022）、将来の政策決定

に備えることとされた（Pfeifenberger et al., 2021）3。 

ニュージャージー州では、系統運用者 PJM interconnection (以下、PJM)と協定を結び、州の

エネルギー目標達成のための系統整備手続を開始した。州が PJM の競争入札プラットフォーム

を使い、求める系統整備の提案を受け付ける。州は PJM の助言を受けながら、提案の中から最

 
2 PPTPP の対象となる系統整備は、州の公共事業委員会によって決定される。なお、この制度は、連邦エネルギー規制委員

会（Federal Energy Regulatory Commission, FERC）の決定 Order No.1000 に基づいてつくられたものである。 
3 Prefeifenberger et al. によると、「メッシュ型」への備えに必要な設備にかかる費用は洋上風力事業者が負担することにな
るが、事業全体の規模に比して過大でないとの試算結果が示されている。また、変電所間をつなぐ洋上送電線は公共政策の

ための送電設備となり、託送料金による費用回収の枠組みを活用する可能性も指摘されている。 
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適な整備計画を選定する。ニュージャージー州が選定した計画は、当初は州が費用を負担し、州

内の電力需要家から費用回収が行われるが、将来、州外の者が便益を受ける場合は別途費用負担

のあり方が検討されることとなっている（FERC, 2022）。送電設備はオープンアクセスの適用を

受ける。FERC Order 1000 に基づく制度で、PJM の地域では初めての制度活用例となる。 

 

(5) 日本の現状 

日本では、洋上風力発電所から既存系統への接続点まで、洋上風力発電の開発事業者が整備し、

その費用は当該開発事業者が負担する枠組みとなっている。陸上の既存系統について新設や増強

が必要な場合は、一般送配電事業者が開発事業者からの接続希望状況をみて新設・増強を実施し、

開発事業者が費用の全部または一部を負担する。接続希望者が多数ある場合には、効率的な系統

形成を行うため、一般送配電事業者が接続を希望する開発事業者を募集する手続を主宰して進め

る一括検討プロセスという枠組みも存在する。 

第 1 章でも述べた通り、自然エネルギーが大量導入される 2050 年に向け、国と広域機関は、

地域間連系線と基幹送電線の増強に関する全国大の計画となるマスタープランの策定を進めて

いる。マスタープランの対象は原則として地域間連系線と基幹送電線である。一般送配電事業者

がマスタープランに従って送電線を建設する場合、その費用は一般負担となり、託送料金のほか、

広域系統整備交付金（日本卸電力取引所（以下、JEPX）の市場間値差収益が原資となる）や、自

然エネルギーの導入拡大に資する系統整備に対して支払われる系統設置交付金（再エネ賦課金と

同様の方式で最終需要家から徴収されるものが原資）の対象となる。地内のローカル系統も、一

般送配電事業者が自ら計画して整備するプッシュ型整備を行う場合は、原則として一般負担とな

る。なお、発電事業者が系統費用の一部を負担する発電側課金の導入について議論が行われ、

2024 年度からの実施が検討されている（電力・ガス取引監視等委員会制度設計専門会合, 2023）

4。 

現在、洋上風力発電の既存系統への接続に関連し、いくつかの課題が指摘されている。まず、

一般送配電事業者による工事の遅延が想定され、早期運転開始を実現したい開発事業者は、自ら

長い自営線（アクセス線）を建設することを余儀なくされている。また、系統を確保した事業者

と促進区域での公募で選定された事業者が異なる場合、選定事業者が従前の送電線計画を承継す

るが、その際にも問題が生じている。具体的には、承継した送電線計画は、選定事業者のプロジェ

クトに適合するとは限らないが、承継した計画を変更することが許されていないため、非効率な

計画をそのまま実行せざるを得ない。こうした状況は、洋上風力発電のコスト上昇要因となり、

事業予見性を阻害している。 

各国の洋上風力発電開発における送電線整備は、送電事業者が主導する場合と、開発事業者が

担う場合がある。しかしながら、これまで開発事業者が整備を担ってきた国でも、海上を管轄す

る国の機関や、送電事業者、系統運用者が計画・整備する方向へ転換しつつある。そうすること

 
4 2023 年 3 月 8 日から同年 4 月 7 日まで、制度設計に関するパブリックコメントが実施されている。 
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で、既存系統も含めて系統整備を一体的・効率的に進めることができること、また、海上設備の

効率的整備により地域・環境への負担を減らせること、それが系統整備の迅速化につながること

が、その主な理由である。 

 

第２節：洋上風力発電と国際連系線を組み合わせる動き 

 欧州諸国は、上記第 1 節で述べた洋上風力発電の開発に加え、国際連系線の整備を精力的に進

めており、海をまたぐ国際連系線の計画も多数ある。特に近年、洋上風力発電が大量導入される

北海やバルト海では、国際連系線を洋上風力発電所と組み合わせてつくる計画が進められている。

こうした考え方は、”Hybrid project”あるいは”Multi-Purpose Interconnector”と呼ばれ、国際連

系線単独で建設する場合と比較した場合のコスト削減や、消費者便益の向上、空間利用や環境に

与える影響の減少、洋上送電設備の効果的利用などの便益があると考えられている（BEIS, 2021）。 

 欧州では、2009 年以降、北海周辺諸国が政府レベルで合意し、のちに欧州委員会等の参加も

得て、洋上での系統のあり方について共同で検討する体制が組織され、議論が重ねられてきた

（EC, n.d.a）。2020 年 11 月に発表された欧州委員会のコミュニケでは、洋上風力を含む海洋エ

ネルギーの大量導入に必要な系統形成のためには各加盟国政府、送電事業者、規制機関のより

いっそうの協働が必要であり、国を超えた地域大の調整機関（Regional Coordination Centres）

による系統整備計画の策定や、洋上送電網のための独立系統運用機関の設立可能性に触れられて

いる（EC, 2020a）。 

 2022 年に入ってからはロシア産化石燃料依存からの脱却が具体的な政治課題となり、洋上風

力の導入加速と系統整備に引き続き注目が集まっている。2022 年 6 月には、デンマーク、ベル

ギー、オランダ、ドイツの 4 か国のエネルギー大臣が共同で「欧州のグリーン発電所としての北

海についてのエネルギー大臣宣言」を発表した（The Minister for Climate Energy and Utilities of 

the Kingdom of Denmark et al., 2022）。EU の気候中立とエネルギー安全保障の実現に貢献する

観点から、ロシアの石油・石炭・ガスを含む化石燃料を、欧州で生産される自然エネルギー（洋

上風力、グリーン水素など）に置き換える取り組みを強めることとし、4 か国あわせて 2030 年

までに少なくとも 65GW の洋上風力と 20GW のグリーン水素生産容量を導入する野心的目標を

明らかにした。そして、これを実現する系統整備に向けて、デンマークで計画されるエナジー・

アイランド構想（下記(3）)の実現と、さらなるエナジー・ハブの計画に向けた参加国間の協力関

係を宣言している。さらに、2023 年 1 月には、欧州内の 5 つの海域について、関連加盟国が海

洋再生可能エネルギー開発に向けた協力合意を締結した(EC、2023)。ゴールである 2050 年と中

間の 2030 年、2040 年について、ENTSO-E が海洋空間計画の情報等を基に戦略的な「Offshore 

Network Development Plan」を提案し、2050 年までに期待される系統の絵姿を示すことが想定

されている（EC, n.d.b）。 
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(1) デンマーク・ドイツ間の例（Kriegers Flak Combined Grid Solution、KFCGS）5 

バルト海にあるデンマークの洋上風力発電所（Kriegers Flak）とドイツの洋上風力発電所

（Baltic 1 と Baltic 2）を約 30km・400MW の海底送電線でつないだプロジェクトで、2020 年

12 月に運転を開始した世界初の洋上風力間国際連系線である（図 73）。 

デンマークの送電事業者 Energinet とドイツの送電事業者 50Hertz によるプロジェクトの開

発は、運転開始の 10 年以上前に開始された。総コストは 2 億 8000 万ユーロで、EU から 1 億

5000 万ユーロの支援を受けている。両国の系統は周波数が異なるため、直流送電線と周波数変

換施設を備え、両送電事業者が連携して運用している。 

国際連系線は、EU 規則により、電力取引に利用可能な運用容量の 70%以上を国際取引に供す

ることが必要だが、KFCGS は 10 年間（必要な場合さらに 15 年間）この義務を免除され（EC、

2020b）、洋上風力発電所からの電力を優先的に送電することができる。 

 

図 73：Kriegers Flak Combined Grid Solution の洋上風力と送電線の位置 

 

出所：Energinet (n.d.) 

 

 
5 BEIS(2021)、Energinet(n.d.)内のニュース記事を参照。 
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図 74：Krigers Flak Combined Grid Solution の概要 

 

出所：BEIS (2021) p.42 

 

 同様の構想は、他国にもある。例えば、2020 年 9 月、英国の系統運用者 National Grid ESO と

オランダの送電事業者 TenneT は、英国側（2GW）とオランダ側（2GW）の洋上風力発電所を

国際連系線で接続する計画を明らかにしている（図 75）。 

 

図 75：英国・オランダ間の国際連系線構想 

 

出所：BEIS (2021) p.35 
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(2) 英国・ベルギー間の例（Nautilus構想）6 

 英国・ベルギー間の洋上に建設する交直変換所をハブとして、両国に向けた送電線を敷設し、

洋上風力発電所からの電力供給と国際連系線としての役割を併せ持つ洋上送電施設を整備する

計画である。当初は両国を直接結ぶことも想定されていたが、利害関係者との意見交換の結果を

踏まえて、Multi-purpose interconnector として計画することとなった（図 76）。 

 

図 76：Multi-Purpose Interconnector のイメージ 

 

出所：National Grid (2021) p.13 

 

 
6 National Grid (2021)を参照。 
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送電容量は 1.4GW の直流送電線で、最大 2.8GW（両国に各 1.4GW）の洋上風力を接続する

ことが想定されている（図 77）。2019 年から、英国の National Grid のグループ会社 National 

Grid Ventures と、ベルギーの送電事業者 Elia が共同で開発を進めており、2028 年の運転開始を

目指している。 

 

図 77：英国・ベルギー間の国際連系線構想（Nautilus Interconnector） 

 

 

出所：National Grid (2021) 

 

(3) デンマークのエナジー・アイランド構想7 

デンマークは、北海とバルト海に、洋上風力をはじめとするエネルギー製造拠点を設け、他国

とのエネルギー供給のハブとするエナジー・アイランド構想を進めている（図 78）。 

 北海のプロジェクトは、ユトランド半島の 80km 沖合に人工島を建設し、当初 3GW、長期的

には 10GW の洋上風力の導入を予定している。総コストは 2100 億デンマーククローネと想定さ

れており、官民のパートナーシップの形で投資が行われる（国が 50.1%以上、民間が 49.9%以

下）（DEA、2021）。他方、バルト海のプロジェクトは、ボーンホルム島に 2GW の洋上風力を導

入する予定で、運転開始目標は 2030 年である。どちらの計画も、将来的には、洋上風力の需要

を超える発電を活用して別のエネルギーを作る設備（Power-to-X など）を備え、また近隣諸国

と国際連系線をつないでエネルギーのハブとなることを想定している。 

  

 
7 DEA (n.d.)を参照。 
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図 78：デンマークのエナジー・アイランド構想のイメージ 

 

出所：DEA (n.d.) 

 

 北海のエネルギー・ハブ構想は、2017 年に設立された国際的なコンソーシアム「北海風力ハ

ブプログラム」（North Sea Wind Power Hub Programme、以下 NSWPH）でも具体化に向けた

検討が行われている（NSWPH, n.d.）。コンソーシアムは、デンマークの送電事業者 Energinet と

オランダ及びドイツの送電事業者 TenneT、オランダのガス輸送事業者 Gasunie で構成され、系

統運用や Power-to Gas に関する技術的実現可能性を検討し、報告書を公表している。Energinet

は、ベルギーの送電事業者 Elia との間でも北海のエナジー・アイランドを通じて国際連系を行う

ための調査を実施することで合意している（2021 年 2 月）(Energinet, 2021b)。 

バルト海のエナジー・アイランドをハブとした国際連系についても、ドイツの送電事業者

50Hertz と Energinet の間で調査実施に関する合意が締結された（2021 年 1 月）（Energinet, 

2021a）。  
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(4) 小括 

欧州では、洋上風力等の大量導入に向けて多数の海底送電線の敷設が見込まれている。このよ

うな中、国際連系線も洋上の変電施設や島をハブとして利用するなど、洋上風力発電所の導入を

念頭において整備することで、コストや環境負荷の低減が目指されている。欧州大の一体的な整

備のためには、各国政府や送電事業者等の協力関係は不可欠であり、今後、国を超えた地域大の

系統整備計画の策定も進められる。洋上風力と組み合わされた国際連系線は、これまでの例では

関係国の送電事業者（やそのグループ会社）の主導で計画されてきた。系統の一体的な整備の要

請を踏まえると、今後も、各国送電事業者がこうした計画に関与し整備をけん引すると考えられ

る。 

 

第３節：日本における洋上風力開発と地域間連系線の同時整備の可能性 

第 1 節において洋上風力発電の開発規模が大きくなるに伴い、洋上風力発電と陸上変電所との

間を結ぶ送電線をより効率的に開発するため、開発事業者が単体で整備する方式から、複数の事

業者や送電事業者などが一体的に整備する方式なども検討され始めたことを述べた。その一端が

第 2 節で示した国際連系線と洋上風力発電開発との融合である。日本でも、洋上風力の産業競争

力強化に向けた官民協議会がとりまとめた「洋上風力産業ビジョン（第１次）」（2020 年）に掲

げられたとおり、2040 年までに 30～45GW の洋上風力発電の案件形成が行われ、2050 年のカー

ボンニュートラル時代において洋上風力発電は電力供給の主軸となっていくことが期待されて

いる。また、洋上風力発電のポテンシャルの多くが北海道、東北、九州の各一般送配電事業者エ

リアに賦存することから、それらエリアと大需要地とを結ぶ地域間連系線の増強が OCCTO に

おいて議論されている。 

 その一方、日本では、洋上風力発電開発と地域間連系線を同時に整備するという議論は欧州ほ

ど活発に行われていない。マスタープランにも関連した議論では、広域機関において図 79 に示

すような検討が行われているものの、具体的なプロジェクトは俎上にあがっていない。これは、

大きく 2 つの理由があると考えられる。１つ目は、現時点で東北地方を中心に進み始めている再

エネ海域利用法に基づく一般海域における洋上風力発電の開発は規模がそれほど大きくなく、か

つ離岸距離も北海で行われているプロジェクトほど離れていないことが理由である。そのため、

地域間連系線の規模（2～4GW）に対応する交直変換機の必要性に比べて、事業者単体で陸上変

電所まで交流送電線を建設する方が経済的に有利となる。２つ目は、洋上風力発電開発のスケ

ジュールとマスタープランに基づく地域間連系線の整備スケジュールとがかみ合っていないこ

とが挙げられる。いずれの取り組みもカーボンニュートラルに向けて取り組みを進める上で重要

な取り組みではあるものの、第 2 章で見た通り、洋上風力発電を設置した後で大規模な出力制御

が生じると事業採算性が確保できないため、そのような状況が生じるならば洋上風力発電への投

資は進まないことになる。従い、北海道や東北から東京への地域間連系線の整備は洋上風力発電

への投資を促す上でも、あらかじめ整備を進めることが望ましくなり、その後、洋上風力発電の

開発が進むという構造が生じることになる。 



73 

 

図 79：広域機関における洋上風力発電と地域間連系線の一体的開発の検討 

 

出所：広域系統整備委員会事務局（2022）p.16 

 

このような状況を解決できる可能性のある地域間連系線および洋上風力発電の整備手法が以

下２つの方法である。 

・手法①：地域間連系線を洋上風力発電の主な開発エリアに放射状に伸ばす手法 

・手法②：系統連系していない離島をデンマークのエネルギーアイランド構想のようなハブ

とする手法 

 手法①については、日立 ABB HVDC テクノロジーズ株式会社（現：日立エナジー）が、経済

産業省の長距離海底直流送電の整備に向けた検討会において示したイメージ図が参考になる（図

80）。この図のポイントは、北海道および東北エリアから東京エリアまでの送電線増強部分であ

り、洋上風力発電の開発エリアから福島および柏崎の 500kV 系統へ直接、直流送電線を引くイ

メージを作っていることと、その設備構成が図 79 のような多端子構成ではなく、基本的には 1

対 1 対応となっている点である。これにより、北海道および東北エリアの洋上風力発電の電力を

それらエリアの交流系統に一旦入れる必要がなくなり、交流系統側の増強費用が削減できる可能

性がある。ただし、このような系統構成を行った場合、系統事故時に一度に多くの発電所からの

電力供給を失う可能性もあることから、現実には東北エリアと交流で接続された上で、直流系統

についてのみ、多端子ではなく 1 対 1 対応とするなどの考え方もあり得る。 
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図 80：日立エナジーが示した洋上風力発電から大需要地への送電線整備のイメージ 

 

出所：株式会社日立製作所ほか（2021）Slide 62 

 手法②については、手法①とも関連する部分もあるが、本土と系統連系が行われていない離島

をハブとして活用する手法である。図 81 に洋上風力発電開発に向けた何らかの動きがあり、本

土と系統接続されていない離島を示す。本土と系統が接続されていない場合、それら離島におけ

る電力供給の多くは内燃力発電所などで賄われ、発電コストが数十円/kWh ということもある。

その費用は各エリアの全需要家によって離島ユニバーサルサービス料金として徴収されており、

東北エリア（佐渡ヶ島、粟島、飛島）だけで年間約 50 億円近くを離島以外の需要家が補填して

いるとされる（東北電力株式会社, 2015）。 

図 81：洋上風力発電開発に向けた何らかの動きが見られる離島地域 

 

出所：自然エネルギー財団作成 

洋上風力発電開発に向けた
何らかの動きがある離島
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そこで、デンマークのエネルギーアイランド構想のような形で洋上風力発電の電力を一旦引き

上げた上で交直変換機を設置し、直流送電線で大需要地まで電力を流すことを考える。これに

よって、離島周辺に設置された洋上風力の電力が一旦集まることで効率的に大需要地へ送れるよ

うになると共に、離島ユニバーサル料金の適用対象から外れることで社会全体に便益を出すこと

も期待できる。なお、英国とノルウェーの間にあるおよそ人口 2 万人のシェットランド諸島で

は、300MW 以上の陸上風力発電の計画が行われ、それに対し、600MW の高圧直流送電設備の

運転開始が 2024 年に予定されている。この事例は、洋上風力発電ではないものの、風力発電の

開発に伴って離島と本土との連系が行われる一つの事例である。すなわち、洋上風力発電の開発

ならびに地域間連系線の敷設は、基本的に発電された電力を大需要地へ送るためのものであるが、

その拠点として離島を活用することで、さらなる便益を生みだす可能性が考えられ、今後の送電

線整備において重要な観点と思われる。とりわけ、2020 年時点で人口が 5 万人を超えるにも関

わらず、本州と周波数が異なるため交流連系が難しかった佐渡島（佐渡市, 2021）や、距離的に

伊豆半島、房総半島とも近い伊豆諸島、日韓の中間に位置する壱岐・対馬など、洋上風力発電の

ポテンシャルが期待できると共に、エネルギーアイランドとなり得る候補は複数ある。洋上風力

発電および地域間連系線の強化に合わせ、同時に離島連系の可能性も一つの選択肢として考える

余地はあるだろう。 

 

コラム：欧州における水素パイプライン整備にかかる議論の状況 

 欧州では、2021 年 12 月、EU 指令と規則の改正が行われ、天然ガスパイプラインを水素の供

給に活用することが明示された。また EU は、2022 年のロシアのウクライナ侵攻をきっかけに、

2030 年までにロシア産化石燃料の利用を停止する方針を示し、その方策の一つとして、2030 年

までに供給される水素の目標値を 5.6Mt-H2 から 20.6Mt-H2 へと大幅に引き上げた。2022 年 5

月に発表された「REPowerEU Plan」でも水素産業の加速化が位置づけられ、2030 年までに 10Mt-

H2 の域内製造と 10Mt-H2 の輸入が目標として設定された。欧州委員会は 2023 年 3 月までに必

要な水素供給インフラに関する事前マッピング調査を行うこととしている（EC, 2022a）。 

 こうした EU の明確な政策方針の下、欧州のガス輸送事業者（以下、GTSO）は、水素供給イ

ンフラとしてのガスパイプラインの将来像を議論している。2022 年 4 月、欧州 28 か国（EU 加

盟国とスイス、ノルウェー、英国）のガス輸送事業者が参加する「欧州水素バックボーン」イニ

シアティブは、2030 年と 2040 年における水素供給インフラの姿を描いた報告書を発表した（図 

82）（EHB, 2022）。 

 報告書は、水素の供給ポテンシャル、需要地の位置、既存パイプラインの利用やパイプライン

の新設の能力を基に分析し、2030 年の EU 目標達成に向けた主要な 5 つの供給路を提示してい

る。それぞれのルートでは、自然エネルギーのポテンシャル、既存パイプラインの敷設状況、産

業クラスターの特性（鉄鋼、化学等）が考慮されている。太陽光のポテンシャルがある南部や東

部、風力のポテンシャルが大きい北部やバルト海地域、地中海地域から、需要地である欧州中央
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部に水素を供給する。水素の輸入も想定されており、北アフリカからスペインやイタリアを経由

するルート、ウクライナから東欧を経由するルートのほか、新設・既設のターミナルからの船に

よる輸入も含まれている。 

 想定では、水素供給インフラは 2030 年から 2040 年の間にさらに拡大する。水素パイプライ

ンは 2030 年の 28,000km から 53,000km にまで伸び、そのうち、既存のパイプラインは 60%、

新設は 40%となる。2030 年までの水素利用は主に産業用であったのに対し、2040 年の姿では、

重量物輸送や e フューエルの製造、建築物での利用、長期エネルギー貯蔵や発電のように、他の

セクターでの利用の増加を想定している。 

 報告書は、こうした水素パイプライン整備を迅速に実現するためには、各国の水素・天然ガス・

電力のシステムの統合的な計画の推進や、既存の天然ガスインフラの水素インフラへの転換に向

けた制度的措置、自然エネルギーや水素プロジェクトの許認可手続の簡素化・迅速化、黎明期の

水素インフラ整備に向けた投資インセンティブ確保のための経済的支援などが求められるとし

ている。 

 

図 82：欧州の水素パイプライン構想のイメージ（左：2030 年、右：2040 年） 

 

                        

                        

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：EHB (2022) Figure 2, 3  
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さらに 2022 年 12 月には、欧州各国のガス輸送事業者間の協調を図るための機関である欧州

送ガス系統運用者ネットワーク（以下、ENTSO-G）8や関係事業者団体が、「欧州水素バックボー

ン」イニシアティブとともに、将来の水素供給インフラをビジュアル化したウェブサイトを公開

した（ENTSO-G et al., 2022）。このサイトでは、2030 年、2040 年、2050 年の水素供給インフ

ラ（パイプラインや製造拠点）がインタラクティブに表示され、インフラ整備状況を一覧するこ

とが可能になっている（図 83）。 

 

図 83：水素インフラマップ ウェブサイト 

 

 

出所：ENTSO-G et al. (2022)  

 
8 ENTSO-G (European Network of Transmission System Operators for Gas) は、欧州連合内の全ガス輸送事業者が加盟する
団体で、EU 規則がその役割を定めている。具体的には，欧州大のガスパイプライン整備計画や需給情報の提供、ネットワー

クコードの制定などがある。 
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おわりに 

本報告書は、2050 年に自然エネルギーによって脱炭素社会を実現するために必要な送電網の

ありかた、それを実現する投資スキームに加え、変動型自然エネルギーに合わせた需要側対策と

それを実現するインフラについて、送電網研究会にて行われた議論をもとに、自然エネルギー財

団がまとめたものである。 

日本では、エネルギー基本計画やグリーン成長戦略の議論から、2050 年の太陽光発電や風力

発電の導入目標が示され、とりわけ、洋上風力発電ポテンシャルの多い北海道、東北、九州など

の各エリアから、大需要地である東京、中部、関西の各エリアに対して電力を送るための送電網

増強の議論が始まった。OCCTO によって行われたマスタープランの検討では、ベースシナリオ

において北海道エリアと東京エリアの間を 6～8GW の送電線で結ぶことが示され、その際の自

然エネルギー比率は 48%になると示された。また、EV 充電やヒートポンプ給湯器の熱需要、水

素製造などの「柔軟な需要」、また、蓄電池の導入についても議論されたものの、送電線増強と

の効果の切り分けが明瞭ではない部分もあった。 

送電網研究会では、以上のような OCCTO マスタープランの状況を踏まえ、自然エネルギー

によって脱炭素化を行うにあたり、どの程度の送電線容量が必要か、また自然エネルギー比率の

増加に対して「柔軟な需要」がどの程度有効かを、OCCTO マスタープランのベースシナリオを

模擬した「OCCTO マスタープラン再現シナリオ」を設定し、分析および議論を行った。その結

果は第 2 章で示した通りである。分析の結果、北海道から東京を 8GW の送電線で結び、北海道

および東北エリアに賦存する洋上風力によって発電された電力の出力制御量を減らすことで燃

料費や CO2 対策費を削減し、便益が投資を上回る可能性があると確認できた。また、8GW 以上

の増強は投資に対して得られる便益が薄くなると得た。これは、OCCTO マスタープランの結果

を一定程度支持するものとなった。 

「柔軟な需要」や蓄電池に関しては、送電線の増強による自然エネルギー発電所の出力制御量

低減効果が見込めなくなってくる状況において、さらなる出力制御量の低減に有効な手段である

ことを確認した。ただし、「柔軟な需要」を大規模に活用するためには、安価に調達、運用する

ことが必要であり、需要家へのインセンティブの与え方や、それを促す規制、制度などを整える

必要があると得た。蓄電池については、現時点で想定可能な 2050 年の価格および寿命では送電

線増強に対して経済性が劣るものの、技術の進展次第で状況が一変する可能性もあることがわ

かった。今後、送電線増強による効果が薄れてきた段階で、技術の進展や仕組みの構築状況を踏

まえ「柔軟な需要」や蓄電池の導入を導入していくことが現実的な対策になろう。 

さらに、自然エネルギーにより電力供給のほぼ全てを賄うことを目指した「自然エネルギー

100%シナリオ」を「OCCTO マスタープラン再現シナリオ」とは別に設定し、同様の分析を行っ

た。太陽光発電、風力発電については、「OCCTO マスタープラン再現シナリオ」のおよそ 1.5～

2 倍導入すると共に、需要については約 8 倍の熱需要、約 2.4 倍の EV 充電需要および水素需要

を与え、いずれも柔軟性を伴う設定を行った。さらに、蓄電池についても「OCCTO マスタープ
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ラン再現シナリオ」の 3.8 倍の容量を設置した。この場合、北海道＝東京間については 12GW の

増強を行ったとしても便益が費用を上回るとの結果を得た。すなわち、OCCTO マスタープラン

において想定された電源構成（自然エネルギー比率 50～60%）以上の自然エネルギー比率を実

現するには北海道ならびに東北エリアと東京エリアを結ぶ連系線がさらに必要であり、その一つ

の目安は 12GW と得られた。これは、自然エネルギーによる脱炭素化を進めるためには、OCCTO

マスタープランの結果にとどまらない送電線増強が必要となる可能性を示した結果と言える。 

また、「自然エネルギー100%シナリオ」の分析結果は、自然エネルギー由来の水素であっても、

できるだけ水素火力に頼らないことが発電コストを削減する上で重要と示された。例えば、国際

連系線を導入しない場合、電力供給の 19%を自然エネルギー由来によるグリーン水素火力発電

が担う必要性が示されたが、国際連系線を導入した場合、最も低いケースで水素火力発電比率を

16%まで低下させると共に、日本全体の発電コストを 0.5 円/kWh 程度押し下げることがわかっ

た。加えて、国際連系線は直接的な自然エネルギー電力の利用を促し、国内のエネルギー自給率

を高める効果が期待できることがわかった。分析結果は、国際連系線からの電力輸入を勘案して

も、電力自給率が高まることを示した。このことからも、柔軟性の追加と発電コスト低減手段と

して、国際連系線の検討を行う必要性があらためて提示された。 

一方、欧州においては、脱炭素化とウクライナ危機の影響から、自然エネルギーの導入拡大と

それに伴う送電網を強化するための議論が活発に行われており、今後の主な電力供給手段は太陽

光発電と風力発電が考えられている。とりわけ、大規模な導入が可能な洋上風力発電について、

欧州では洋上風力発電によって生み出された電力を陸地まで送る海底送電線と、陸地から大需要

地まで送る大容量送電線のいずれをも送電事業者がイニシアティブをとり整備する場合がある

が、それらの事例について第 3 章で取り上げた。一例として、ドイツ・デンマーク間の Kriegers 

Flak、英国・ベルギー間の Multi-Purpose Interconnector、デンマークにおけるエナジー・アイラ

ンド構想などを紹介した。その上で、日本において洋上風力発電と送電線整備とを同時に行い、

需要地へ送電するための手段として、地域間連系線を洋上風力発電の主な開発エリアに放射状に

伸ばす手法や、系統連系していない離島をデンマークのエネルギーアイランド構想のようなハブ

とする手法することでトータルの投資コストを抑制する送電網整備のあり方を提案した。 

 自然エネルギー財団は、本報告書の内容をもとに政府、関係事業者、そして社会一般に対し、

自然エネルギーによる脱炭素化が可能であること、それに必要な送電網のあり方を訴えていきた

いと考える。そして、自然エネルギーによって脱炭素化が行われるカーボンニュートラル世界を

目指した実践的な議論を深めていく所存である。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自然エネルギーによる脱炭素化のための送電網のあり方  

 

2023 年 4 月 初版 

 

 

 

公益財団法人 自然エネルギー財団 

〒105-0001 東京都港区虎ノ門 1-10-5 KDX 虎ノ門 1 丁目ビル 11F 

TEL：03-6866-1020 

E-mail: info@renewable-ei.org 


